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第1章　総則
□□□� 01 �労働基準法別表第 1には第 1号から第 15 号までの各種の事業が掲げられている

が、これに該当しない事業であっても、労働基準法は適用される。

□□□� 02 �本社及び支店が場所的に分散していても、同一の企業であれば、それらを総合
して一の事業として労働基準法が適用される。

□□□� 03 �労働基準法第 1条第 2項において、労働基準法で定める基準を理由として労働
条件を低下させてはならないとされているのは使用者のみであり、労働者その
他の労働関係の当事者にはその義務はない。

□□□� 04 �労働基準法第 2条第 2項において、労働者及び使用者は、労働協約、就業規則
及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならないとされ
ているが、この規定に違反した場合に罰則が科されるのは使用者のみである。

□□□� 05 �労働者の採用に当たり、使用者が労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由と
して差別的取扱いをすることは、均等待遇を定める労働基準法第 3条に違反す
る。

□□□� 06 �労働基準法第 4条において、使用者は、労働者が女性であることを理由として、
賃金、労働時間その他の労働条件について、男性と差別的取扱いをしてはなら
ないとされる。

□□□� 07 �労働者派遣事業が労働者派遣法に基づかない違法なものである場合、当該労働
者派遣事業の事業主が業として行う労働者派遣は、中間搾取の排除を定める労
働基準法第 6条に違反する。

□□□� 08 �労働者が労働時間中に、公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合、
使用者はこれを拒んではならず、また、その時間について賃金を支払わなければ、
公民権行使の保障を定める労働基準法第 7条に違反する。

□□□� 09 �1 週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される正社員の 1週間の所定労働時
間の 4分の 3未満であるパートタイマーについては、労働基準法は適用されな
い。

１. 労働基準法

本書の特徴と使い方

　繰り返し解答できる
チェック欄付き。イン
プットとアウトプットの
反復学習が、合格への
鍵となります。そのた
めには、まず、自分に
とって何が足りないの
かを知ることが必要で
す。何度も繰り返して
復習しましょう。

アウトプット学習に取り組みやすい
一問一答式

　インプットとして学習した内容につい
て、知識を定着させ、理解を深めるために
は、アウトプットによる学習が必要です。
インプットのみの学習では、「自分がどこ
まで理解できたのか」「どこがまだ理解で
きていないのか」を把握することができま
せん。自分では分かったと思っていること
でも、実は「分かったつもり」になってい
ることが少なくないのです。どこが分かっ
ていてどこが分かっていないのかを把握す
ることができるのが、アウトプットによる
学習です。
　本書は、各事項について論点ごとに整理
し、一問一答式で構成しています。それぞ
れの問題では、それぞれの事項について押
さえておくべき「ポイント」が盛り込まれ
ています。そのポイントに気づいてもらう
ことが、本書の目的です。
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１. 労働基準法

第1章　総則
01 �　○○� 設問のとおり。業種ごとに異なった規定の適用が必要となるため、法別表第 1に
業種の区分が列挙されているが、法別表第 1に掲げる事業にのみ労働基準法が適用され
るのではない（平 11 . 1 . 29 基発 45 号）。

02 �　╳╳� 一の事業であるか否かは、主として「場所的観念」によって決定され、原則とし
て、場所的に分散しているものは「別個の事業」とされる（平 11 . 3 . 31 基発 168 号）。

03 �　╳╳� 法 1 条 2 項においては、「この法律で定める労働条件の基準は最低のものである
から、「労働関係の当事者」は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならな
いことはもとより、その向上を図るように努めなければならない。」とされている（法
1条 2項）。

04 �　╳╳� 法 2 条 2 項の規定は訓示的規定のため、「労働者及び使用者」のいずれについても、
違反した場合の罰則の定めはない（法 2条 2項、法 117 条ほか）。

05 �　╳╳� 法 3 条においては、「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、
賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱をしてはならない。」とされて
いるが、「その他の労働条件」には、「雇入れ（採用）」は含まれない（法 3条）。

06 �　╳╳� 法 4 条においては、「使用者は、労働者が女性であることを理由として、「賃金」
について、男性と差別的取扱いをしてはならない。」とされ、「賃金」については「限定
的列挙」であり、賃金以外の労働条件についての差別的取扱いは、本条違反とはならな
い（法 4条）。

07 �　╳╳� 労働者派遣については、その派遣が「合法であると違法であるとを問わず」、中
間搾取には当たらない（法 6条、平 11 . 3 . 31 基発 168 号）。

08 �　╳╳� 使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民としての権利を行使し、又
は公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合においては拒んではならない
が、これらに要する時間について有給とするか無給とするかは「当事者間の取り決め」
によるとされており、無給とすることもできる（法 7条、昭 23 . 10 . 30 基発 1575 号）。

09 �　╳╳� 労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、「事業又は事務所に使用さ
れる者で、賃金を支払われる者」をいい、これに該当する者は、アルバイトやパートタ
イマーであっても「労働者」であり、労働基準法の適用を受ける（法 9条）。

本書の特徴と使い方

※�本書の内容は、執筆時点（令和 4年 10 月末）で確定しているものとなっており、その後の法改正情報等は
反映しておりません。

　見開きの右ページに問題、裏
ページに解答、解説を掲載。解
答を見る前に考えることで知識
がしっかり定着します。

○×でテンポよく解答したら
論点をチェックして復習

　問題に答えるときには、「これは何に関す
る規定なのか」「この問題はどこが間違って
いるのか」、常に考えるようにしてください。
また、答え合わせをするときには、自分が
論点としていた箇所について正しく答えら
れていたかを解説で確認してください。そ
れが正しかったときに、「その問題に正解し
た」と言えます。
　そして、それぞれの内容について、もう
一度基本テキストに戻って学習してくださ
い。問題を解いたことによって、初めて気
がつく疑問点も出てくるでしょう。それら
を見直し、解決していくことが重要なので
す。単に「問題を解いて、○か×かを答えて、
答え合わせをする」ことで終わらせてしまっ
ては、何の効果もありません。各事項を理
解し、疑問点を解決していくことで、アウ
トプットとしての学習が完結します。
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第1章　総則
□□□	 01 	労働基準法別表第 1には第 1号から第 15 号までの各種の事業が掲げられている

が、これに該当しない事業であっても、労働基準法は適用される。

□□□	 02 	本社及び支店が場所的に分散していても、同一の企業であれば、それらを総合
して一の事業として労働基準法が適用される。

□□□	 03 	労働基準法第 1条第 2項において、労働基準法で定める基準を理由として労働
条件を低下させてはならないとされているのは使用者のみであり、労働者その
他の労働関係の当事者にはその義務はない。

□□□	 04 	労働基準法第 2条第 2項において、労働者及び使用者は、労働協約、就業規則
及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならないとされ
ているが、この規定に違反した場合に罰則が科されるのは使用者のみである。

□□□	 05 	労働者の採用に当たり、使用者が労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由と
して差別的取扱いをすることは、均等待遇を定める労働基準法第 3条に違反す
る。

□□□	 06 	労働基準法第 4条において、使用者は、労働者が女性であることを理由として、
賃金、労働時間その他の労働条件について、男性と差別的取扱いをしてはなら
ないとされる。

□□□	 07 	労働者派遣事業が労働者派遣法に基づかない違法なものである場合、当該労働
者派遣事業の事業主が業として行う労働者派遣は、中間搾取の排除を定める労
働基準法第 6条に違反する。

□□□	 08 	労働者が労働時間中に、公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合、
使用者はこれを拒んではならず、また、その時間について賃金を支払わなければ、
公民権行使の保障を定める労働基準法第 7条に違反する。

□□□	 09 	1 週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される正社員の 1週間の所定労働時
間の 4分の 3未満であるパートタイマーについては、労働基準法は適用されな
い。

１. 労働基準法
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１. 労働基準法

第1章　総則
01 	　○○	 設問のとおり。業種ごとに異なった規定の適用が必要となるため、法別表第 1に
業種の区分が列挙されているが、法別表第 1に掲げる事業にのみ労働基準法が適用され
るのではない（平 11 . 1 . 29 基発 45 号）。

02 	　╳╳	 一の事業であるか否かは、主として「場所的観念」によって決定され、原則とし
て、場所的に分散しているものは「別個の事業」とされる（平 11 . 3 . 31 基発 168 号）。

03 	　╳╳	 法 1 条 2 項においては、「この法律で定める労働条件の基準は最低のものである
から、「労働関係の当事者」は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならな
いことはもとより、その向上を図るように努めなければならない。」とされている（法
1条 2項）。

04 	　╳╳	 法 2 条 2 項の規定は訓示的規定のため、「労働者及び使用者」のいずれについても、
違反した場合の罰則の定めはない（法 2条 2項、法 117 条ほか）。

05 	　╳╳	 法 3 条においては、「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、
賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱をしてはならない。」とされて
いるが、「その他の労働条件」には、「雇入れ（採用）」は含まれない（法 3条）。

06 	　╳╳	 法 4 条においては、「使用者は、労働者が女性であることを理由として、「賃金」
について、男性と差別的取扱いをしてはならない。」とされ、「賃金」については「限定
的列挙」であり、賃金以外の労働条件についての差別的取扱いは、本条違反とはならな
い（法 4条）。

07 	　╳╳	 労働者派遣については、その派遣が「合法であると違法であるとを問わず」、中
間搾取には当たらない（法 6条、平 11 . 3 . 31 基発 168 号）。

08 	　╳╳	 使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民としての権利を行使し、又
は公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合においては拒んではならない
が、これらに要する時間について有給とするか無給とするかは「当事者間の取り決め」
によるとされており、無給とすることもできる（法 7条、昭 23 . 10 . 30 基発 1575 号）。

09 	　╳╳	 労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、「事業又は事務所に使用さ
れる者で、賃金を支払われる者」をいい、これに該当する者は、アルバイトやパートタ
イマーであっても「労働者」であり、労働基準法の適用を受ける（法 9条）。


